
法人名：独立行政法人都市再生機構

（単位：円）

（財）
・

（社）

契約の相手方
法人名称

物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別 契約金額 契約締結日 21年度支出見込額

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（千里住宅管理センター他
３住宅管理センター）

随意契約（競争性なし） 1,352,389,500 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（東京東住宅管理センター
他２住宅管理センター）

随意契約（競争性なし） 940,237,200 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（名古屋住宅管理セン
ター）

随意契約（競争性なし） 378,000,000 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（千葉西住宅管理セン
ター）

随意契約（競争性なし） 371,281,050 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（神奈川西住宅管理セン
ター）

随意契約（競争性なし） 309,799,350 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（西埼玉住宅管理セン
ター）

随意契約（競争性なし） 307,276,200 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
ＵＲ賃貸住宅団地管理業務（北九州住宅管理セン
ター）

随意契約（競争性なし） 233,348,850 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成２１年度東日本支社ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に
係る事務処理業務

随意契約（競争性あり） 215,743,500 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成21年度神奈川地域支社UR賃貸住宅等の保全工事に
係る事務処理業務

随意契約（競争性あり） 188,464,500 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成21年度西日本支社ＵＲ賃貸住宅の保全工事に係る
事務処理業務

随意契約（競争性あり） 132,300,000 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成21年度千葉地域支社ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に
係る事務処理業務

随意契約（競争性あり） 128,520,000 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成21年度埼玉地域支社ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に
係る事務処理業務

随意契約（競争性あり） 120,960,000 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成２１年度中部支社ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に係
る事務処理業務

随意契約（競争性あり） 51,030,000 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
平成２１年度九州支社ＵＲ賃貸住宅等の保全工事に係
る事務処理業務

随意契約（競争性あり） 28,350,000 2009/7/1

（社）
東京公共嘱託登記土地家屋
調査士協会

武蔵野緑町パークタウン外２団地に係る表題登記申請
業務

一般競争入札 5,355,000 2009/7/1

（財） 住宅管理協会
西菅田他２団地住宅用火災警報器設置工事ほか２件監
督業務

随意契約（競争性なし） 3,255,000 2009/7/1

（社）
東京公共嘱託登記土地家屋
調査士協会

館ヶ丘団地に係る表題登記申請業務 一般競争入札 2,625,000 2009/7/1

21年度予算における公益法人等への契約による支出状況（第２四半期）
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（社）
千葉県公共嘱託登記土地家
屋調査士協会

小金原団地ほか１団地に係る表題登記申請業務 一般競争入札 3,980,603 2009/7/7

（財） 日本不動産研究所 市街地住宅に係る不動産鑑定評価業務 随意契約（競争性なし） 1,877,400 2009/7/8

（社）
神奈川県公共嘱託土地家屋
調査士協会

善行団地ほか８団地建物に係る表題登記申請業務 一般競争入札 3,549,000 2009/7/10

（社）
東京公共嘱託登記土地家屋
調査士協会

羽村外１団地に係る表題登記申請業務 一般競争入札 3,622,500 2009/7/16

（財） 日本開発構想研究所
地域コミュニケーションのネットワーク形成に関する
調査研究

随意契約（競争性あり） 5,239,500 2009/7/30

（財） 住宅管理協会
難波元町第二市街地住宅の用途廃止に伴う居住者説明
等業務

随意契約（競争性あり） 19,923,750 2009/8/17

（財） 住宅管理協会 平成２１年度　賃貸住宅団地建物等の巡回点検業務 随意契約（競争性なし） 1,627,500 2009/8/20

（財） 住宅管理協会
町田山崎団地住宅用火災警報器設置工事他７件監督業
務

随意契約（競争性なし） 8,190,000 2009/8/21

（財） 都市みらい推進機構 ＪＲ宇都宮駅西口周辺における整備構想検討調査業務 随意契約（競争性あり） 4,975,950 2009/8/21

（財） 住宅管理協会 川口朝日町市街地住宅耐震改修工事監督業務 随意契約（競争性なし） 3,412,500 2009/8/24

（財） 日本交通公社
観光まちづくりにおけるＵＲ都市機構の都市再生支援
のあり方調査

随意契約（競争性あり） 8,400,000 2009/8/25

（財） 住宅管理協会
豊島五丁目団地住宅用火災警報器設置工事他７件監督
業務

随意契約（競争性なし） 7,402,500 2009/8/28

（財） 住宅管理協会 平成21年度耐震改修工事に伴う居住者等対応業務 随意契約（競争性あり） 1,921,500 2009/8/28

（財） 住宅管理協会
平成２１年度東日本支社北海道エリアにおける団地再
生等の実施に係る支援業務

随意契約（競争性あり） 11,686,500 2009/9/1

（財） 住宅管理協会 既存屋外環境ストックの整備手法に係る検討調査 随意契約（競争性あり） 5,880,000 2009/9/1

（財） 住宅管理協会 安全で魅力的な遊び場環境に係る検討調査 随意契約（競争性あり） 5,880,000 2009/9/1

（財） 都市緑化技術開発機構 樹木の安全管理に係る検討調査 随意契約（競争性あり） 2,887,500 2009/9/1

（社）
東京公共嘱託登記土地家屋
調査士協会

アクティ三軒茶屋外7団地に係る表題登記申請業務 一般競争入札 2,016,000 2009/9/1

（社）
茨城県公共嘱託登記土地家
屋調査士協会

アクティ佐貫外5団地に係る表題登記申請業務 一般競争入札 1,869,000 2009/9/2

（財） ベターリビング
機構賃貸住宅における給水負荷単位基準の最適化に関
する調査研究（その２）

随意契約（競争性あり） 7,350,000 2009/9/8
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（社） 電気設備学会 集合住宅における内部雷保護の研究 随意契約（競争性あり） 5,250,000 2009/9/8

（財） 住宅管理協会
平成２１年度常盤平団地２－１０号棟他２０棟木製窓
建具アルミ化工事監督業務

随意契約（競争性なし） 2,320,500 2009/9/8

（財） ベターリビング
平成２１年度埼玉地域支社設計・建設住宅性能評価等
業務

指名競争入札 6,761,412 2009/9/9 2,200,000

（財） 建設物価調査会 平成２１年度建設物価調査会後期単価データ購入 随意契約（競争性なし） 1,890,000 2009/9/9

（財） 経済調査会 平成２１年度経済調査会後期単価データ購入 随意契約（競争性なし） 1,813,350 2009/9/10

（社） 街づくり区画整理協会 区画整理推進方策検討調査 随意契約（競争性あり） 8,368,500 2009/9/11

（社） 日本交通計画協会
大規模空閑地整備と連携した交通施設整備の可能性検
討調査

随意契約（競争性あり） 8,361,150 2009/9/11

（財） 住宅管理協会
中層ラーメン型式６２Ｏ－４Ｎ－２Ｋ－Ｒ他１タイプ
耐震改修基本検討業務

随意契約（競争性あり） 2,100,000 2009/9/14

（社）
京都公共嘱託登記土地家屋
調査士協会

グリーンタウン槇島団地他１団地に係る表題登記申請
業務

一般競争入札 3,675,000 2009/9/18

（社） 建築研究振興協会 既存賃貸住棟の耐久性向上技術の実用化に関する研究 随意契約（競争性あり） 5,050,500 2009/9/30

【記載要領】
（注１）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。
（注２）契約締結日の早いものから記載すること。契約締結日が同じものについては契約金額の大きいものから順に記載すること。
（注３）｢物品役務等、公共工事等の名称｣の欄には、｢公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表｣において
　　　　用いられている名称などを参考に記載すること。
（注４）｢契約形態の別｣の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（競争性の有無）の別を記載すること。
（注５）危機管理等の観点から契約の相手方や物品役務等の名称を公表することが適当でないと判断される場合は、該当箇所にその旨を記載すること。
（注６）｢21年度支出見込額｣欄には、支出が複数年度にわたる契約についてのみ、21年度支出見込額を記載する。


